
66企業実務　2022．　5

育児・介護休業法の
改正に伴う
 「労使協定」の見直し
ポイント

　

令
和
３
年
に
改
正
さ
れ
た
育
児
介
護

休
業
法
が
、
時
期
を
３
つ
に
分
割
し
て

施
行
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

こ
と
し
４
月
１
日
に
施
行
さ
れ
た
改

正
の
概
要
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

⑴�

　
育
児
休
業
が
し
や
す
い
雇
用
環
境

の
整
備

　

育
児
休
業
（
こ
と
し
10
月
以
降
は
産

後
パ
パ
育
休
を
含
む
）
の
申
出
が
円
滑

に
行
な
わ
れ
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
対

象
者
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
、
事
業
主

は
次
の
措
置
の
い
ず
れ
か
を
講
じ
る
こ

と
が
必
要
と
な
り
ま
し
た
。
実
施
に
当

た
っ
て
は
、
複
数
の
措
置
を
講
じ
る
こ

と
が
望
ま
し
い
と
も
さ
れ
て
い
ま
す
。

①�

　
育
児
休
業
・
産
後
パ
パ
育
休
に
関

す
る
研
修
の
実
施

②�

　
育
児
休
業
・
産
後
パ
パ
育
休
に
関

す
る
相
談
体
制
の
整
備
等

③�

　
自
社
に
お
け
る
労
働
者
の
育
児
休

業
・
産
後
パ
パ
育
休
の
取
得
事
例
の

調
査
と
情
報
の
提
供

④�
　
自
社
の
労
働
者
へ
育
児
休
業
・
産

後
パ
パ
育
休
制
度
と
育
児
休
業
取
得

促
進
に
関
す
る
方
針
の
周
知

⑵
　
個
別
の
周
知
と
意
向
確
認

　

本
人
ま
た
は
配
偶
者
の
妊
娠
・
出
産

な
ど
を
申
し
出
た
労
働
者
に
対
し
、
次

の
よ
う
な
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。

①�

　
育
児
休
業
・
産
後
パ
パ
育
休
に
関

す
る
制
度
と
そ
の
内
容
に
つ
い
て
の

説
明

②�

　
育
児
休
業
・
産
後
パ
パ
育
休
の
申

出
先
と
な
る
担
当
部
署
や
申
出
の
手

続
書
面
の
説
明

③�

　
育
児
休
業
給
付
等
に
関
す
る
説
明

④�

　
労
働
者
が
育
児
休
業
・
産
後
パ
パ

育
休
期
間
に
負
担
す
べ
き
社
会
保
険

料
の
取
扱
い
に
関
す
る
説
明

　

個
別
の
周
知
と
意
向
確
認
の
時
期
に

つ
い
て
は
労
働
者
か
ら
の
申
出
が
出
産

予
定
日
の
１
か
月
半
よ
り
以
前
に
行
な

わ
れ
た
場
合
は
、
出
産
予
定
日
の
１
か

月
前
ま
で
の
実
施
が
必
要
で
す
。
そ
の

他
の
申
出
時
期
と
周
知
・
意
向
確
認
の

時
期
と
の
関
係
に
つ
い
て
は
図
表
１
の

と
お
り
で
す
。

　

周
知
と
意
向
確
認
の
方
法
に
つ
い
て

は
面
談
（
オ
ン
ラ
イ
ン
可
）、
書
面
交

育児・介護休業法の改正に伴い、労使協定の対象者の
除外規定などに関する規定を変更する必要があります。
その見直しの注意点を解説します。

図表１�　出産・妊娠の申出と会社によ
る周知と意向確認の時期

出産・妊娠の申出時期 周知と意向確認の時期

出産予定日の
１か月半以上前

出産予定日の
１か月前まで

出産予定日の
１か月前まで

申出から２週間以内など、
できる限り早い時期

出産予定日の
２週間前まで

申出から１週間以内など、
できる限り早い時期

出産予定日の２週間前
以降や子の出生後 できる限り速やかに

小見山　敏郎
社会保険労務士
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付
、
Ｆ
Ａ
Ｘ
、
電
子
メ
ー
ル
等
の
い
ず

れ
か
で
行
な
う
こ
と
が
必
要
で
す
。
た

だ
し
、
Ｆ
Ａ
Ｘ
と
電
子
メ
ー
ル
等
の
方

法
に
つ
い
て
は
労
働
者
が
希
望
し
た
場

合
に
限
ら
れ
ま
す
。
こ
れ
ら
の
措
置
の

対
象
と
な
る
者
は
本
人
ま
た
は
配
偶
者

の
妊
娠
・
出
産
を
申
し
出
た
労
働
者

で
、
育
児
休
業
を
申
し
出
た
労
働
者
で

は
な
い
こ
と
に
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
育
児
休
業
等
の
取
得
を
控
え

さ
せ
る
よ
う
な
形
で
の
周
知
や
意
向
の

確
認
は
、
育
児
・
介
護
休
業
法
の
求
め

て
い
る
も
の
と
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。

取
得
対
象
者
の
除
外
規
定
の

廃
止
に
つ
い
て
の
留
意
点
　

　

も
う
１
つ
の
改
正
ポ
イ
ン
ト
で
あ
る

「
有
期
雇
用
労
働
者
の
育
児
・
介
護
休

業
取
得
要
件
の
緩
和
」
に
つ
い
て
は
、

有
期
雇
用
労
働
者
の
育
児
休
業
（
お
よ

び
介
護
休
業
）
の
除
外
要
件
か
ら
「
事

業
主
に
引
き
続
き
雇
用
さ
れ
た
期
間
が

１
年
以
上
で
あ
る
者
」
が
削
除
さ
れ
、

育
児
休
業
に
関
し
て
は
「
養
育
す
る
子

が
１
歳
６
か
月
に
達
す
る
日
ま
で
に
契

約
が
満
了
す
る
こ
と
が
明
ら
か
で
な

い
」
場
合
だ
け
に
な
り
ま
し
た
。

　

労
使
協
定
を
締
結
し
た
場
合
に
は
、

正
社
員
な
ど
の
無
期
雇
用
者
と
同
様
に

「
事
業
主
に
雇
用
さ
れ
た
期
間
が
１
年

未
満
で
あ
る
労
働
者
」
を
対
象
か
ら
除

外
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

・
雇
用
期
間
の
通
算

　

同
じ
事
業
主
に
雇
用
さ
れ
て
い
る
が

就
業
場
所
が
違
う
場
合
、
そ
れ
ら
の
期

間
は
通
算
さ
れ
ま
す
。
た
と
え
ば
、
本

社
で
６
か
月
、
営
業
所
で
６
か
月
雇
用

さ
れ
て
い
た
場
合
は
、
引
き
続
き
雇
用

さ
れ
た
期
間
が
１
年
以
上
で
あ
る
者
に

該
当
し
ま
す
。

　

有
期
雇
用
契
約
で
も
育
児
休
業
申
出

の
直
前
の
１
年
間
に
つ
い
て
勤
務
の
実

態
に
即
し
雇
用
関
係
が
実
質
的
に
継
続

し
て
い
る
場
合
は
、
事
業
主
に
引
き
続

き
１
年
以
上
雇
用
さ
れ
て
い
る
者
に
該

当
し
ま
す
。
年
末
年
始
や
大
型
連
休
の

期
間
な
ど
を
空
け
て
労
働
契
約
が
結
ば

れ
て
い
る
場
合
や
、
前
の
契
約
終
了
時

に
す
で
に
次
の
契
約
が
結
ば
れ
て
い
る

場
合
、
雇
用
関
係
は
「
実
質
的
に
継
続

し
て
い
る
」
と
判
断
さ
れ
ま
す
。

　

継
続
雇
用
の
期
間
に
は
、
産
前
・
産

後
休
業
期
間
が
含
ま
れ
ま
す
。
産
後
休

業
期
間
中
に
継
続
し
て
雇
用
さ
れ
て
い

る
期
間
が
１
年
以
上
に
な
っ
た
場
合
、

そ
の
時
点
で
要
件
を
満
た
す
こ
と
に
な

り
ま
す
。

　

有
期
雇
用
者
の
「
子
が
１
歳
６
か
月

に
達
す
る
日
ま
で
に
、
労
働
契
約
（
更

新
さ
れ
る
場
合
に
は
、
更
新
後
の
契

約
）
の
期
間
が
満
了
す
る
こ
と
が
明
ら

か
で
な
い
こ
と
」
と
い
う
要
件
に
つ
い

て
は
、
育
児
休
業
の
申
出
が
あ
っ
た
時

点
で
労
働
契
約
の
更
新
が
な
い
こ
と
が

確
実
で
あ
る
か
否
か
で
判
断
さ
れ
ま
す
。

　

事
業
主
が
「
更
新
し
な
い
」
旨
の
明

示
を
し
て
い
な
い
場
合
は
原
則
と
し
て

「
更
新
し
な
い
」
と
は
判
断
さ
れ
ず
「
労

働
契
約
が
満
了
す
る
こ
と
が
明
ら
か
」

に
は
当
た
ら
な
い
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
創
設
さ
れ
る

産
後
パ
パ
育
休
に
つ
い
て

　

男
性
に
も
育
児
に
参
加
す
る
機
会
を

増
や
す
た
め
、
こ
と
し
10
月
か
ら
産
後

パ
パ
育
休
が
創
設
さ
れ
ま
す
。
現
行
の

育
休
制
度
と
の
違
い
な
ど
を
ま
と
め
た

も
の
が
図
表
２
で
す
。

図表２　令和４年１０月１日からの産後パパ育休と育児休業の概要

出典：�NHK「更年期と仕事に関する調査2021」

＊1　人事評価が下がった・降格した・昇進を辞退
＊2　�雇用形態が変わった（正社員から非正社員になった、契約社員からパート・アルバイ

トになったなど）

令和４年10月から 令和４年９月まで
産後パパ育休 育児休業 育児休業

対象期間
取得可能日数

子の出生後８週間（配偶
者の産後休業中）以内に
４週間まで取得できる

原則子が１歳（最長２歳）まで

申出期限 原則休業の２週間前まで 原則１か月前まで

分割取得
分割して２回取得できる
（初めにまとめて申し出
ることが必要）

分割して２回取得できる
（取得の際にそれぞれ申
出）

原則として分割できない

休業中の就業
労使協定を締結している
場合に限り、労働者が合
意した範囲（上限あり）
で就業できる

原則として就業できない

１歳以降の
延長

配偶者が１歳（１歳半）
以降の育児休業を取得し
ている場合には、その配
偶者の休業の終了予定日
の翌日以前の日を育児休
業開始予定日とできる

育休開始日は１歳、１歳
半の時点に限定

１歳以降の
再取得

特別な事情がある場合に
限り再取得できる 再取得できない

育児休業給付
金（出生時育
児休業給付金）
の取扱い

途中で就業した場合、就
業日数が最大10日（10
日を超える場合は就業し
ている時間数が80時間）
以下であれば対象となる

対象となる
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う
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

具
体
的
な
就
業
日
等
は
最
終
的
に
は

労
働
者
が
同
意
す
る
こ
と
に
よ
り
決
ま

り
ま
す
。
た
だ
し
、
労
働
者
が
同
意
し

た
就
業
日
等
で
あ
っ
て
も
産
後
パ
パ
育

休
の
開
始
予
定
日
の
前
日
ま
で
は
、
労

働
者
は
、
事
由
を
問
わ
ず
、
同
意
の
全

部
ま
た
は
一
部
の
撤
回
が
可
能
で
す
。

開
始
予
定
日
以
後
も
、
配
偶
者
や
育
児

休
業
の
対
象
と
な
る
子
が
亡
く
な
る
、

入
院
す
る
な
ど
の
特
別
な
事
情
が
あ
る

場
合
に
限
り
、
撤
回
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

　

就
業
可
能
日
等
に
つ
い
て
は
、
次
の

上
限
が
設
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

①�

　
休
業
期
間
中
の
所
定
労
働
日
・
所

定
労
働
時
間
の
半
分
ま
で

②�

　
休
業
開
始
・
終
了
予
定
日
を
就
業

日
と
す
る
場
合
は
、
そ
の
日
の
所
定

労
働
時
間
数
未
満

　

な
お
、
産
後
パ
パ
育
休
も
育
児
休
業

給
付
（
出
生
時
育
児
休
業
給
付
金
）
の

対
象
で
す
。
た
だ
し
、
休
業
中
に
就
業

日
が
あ
る
場
合
は
、
就
業
日
数
が
最
大

10
日
（
10
日
を
超
え
る
場
合
は
就
業
し

て
い
る
時
間
数
が
80
時
間
）
以
下
で
な

い
と
給
付
の
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
の
で

注
意
が
必
要
で
す
。

・
育
児
休
業
の
分
割
に
つ
い
て

　

産
後
パ
パ
育
休
だ
け
で
な
く
育
児
休

業
に
つ
い
て
も
分
割
し
て
取
得
す
る
こ

る
こ
と
が
可
能
に
な
る
こ
と
も
大
き
な

変
更
点
で
す
。

・
申
出
期
限
、
就
業
可
能
日
の
制
限

　

産
後
パ
パ
育
休
の
申
出
期
限
に
つ
い

て
原
則
は
２
週
間
前
ま
で
と
さ
れ
て
い

ま
す
。
法
律
の
定
め
以
上
の
雇
用
環
境

整
備
措
置
を
と
っ
た
場
合
に
は
、
労
使

協
定
で
１
か
月
前
ま
で
と
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

・
出
生
時
育
児
休
業
中
の
就
業

　

育
児
休
業
中
は
就
業
し
な
い
こ
と
が

原
則
で
、
産
後
パ
パ
育
休
の
期
間
中
の

就
業
は
例
外
的
な
も
の
で
す
。
事
業
主

か
ら
労
働
者
に
対
し
て
就
業
可
能
日
等

の
申
出
を
求
め
る
こ
と
や
、
労
働
者
の

意
に
反
す
る
よ
う
な
取
扱
い
は
許
さ
れ

ま
せ
ん
。

　

育
休
期
間
中
に
就

業
す
る
場
合
の
手
順

と
し
て
は
図
表
３
の

と
お
り
、
労
働
者
か

ら
の
就
業
申
込
み
が

あ
る
こ
と
が
前
提
に

な
り
ま
す
。
労
働
者

か
ら
の
申
込
み
が
な

い
場
合
、
事
業
主
か

ら
就
業
を
求
め
る
こ

と
は
で
き
ま
せ
ん

が
、
申
込
み
が
あ
っ

て
も
就
業
さ
せ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
と
い

　

有
期
雇
用
者
へ
の
本
制
度
の
適
用
に

関
し
て
は
、
子
の
出
生
日
ま
た
は
出
産

予
定
日
の
い
ず
れ
か
遅
い
ほ
う
か
ら
起

算
し
て
お
お
む
ね
８
か
月
（
８
週
間
を

経
過
す
る
日
の
翌
日
か
ら
６
か
月
）
を

経
過
す
る
日
ま
で
に
労
働
契
約
期
間
が

満
了
し
、
更
新
さ
れ
な
い
こ
と
が
明
ら

か
で
な
い
者
が
対
象
で
す
。
労
使
協
定

で
事
業
主
に
引
き
続
き
１
年
以
上
雇
用

さ
れ
て
い
る
者
に
限
る
と
い
う
条
件
を

加
え
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。

　

産
後
パ
パ
育
休
制
度
で
は
、
現
行
の

制
度
で
は
分
割
し
て
と
る
こ
と
が
で
き

な
か
っ
た
産
後
育
休
を
２
分
割
し
て
と

る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

　

産
後
パ
パ
育
休
の
期
間
中
に
就
業
す

と
が
可
能
に
な
り
ま
す
。
男
性
の
場

合
、
産
後
パ
パ
育
休
と
合
わ
せ
れ
ば
子

が
１
歳
に
達
す
る
ま
で
の
間
に
４
分
割

し
て
取
得
す
る
こ
と
も
で
き
る
よ
う
に

な
り
ま
す
。
女
性
の
場
合
は
産
後
休
業

の
分
割
は
で
き
ま
せ
ん
の
で
、
そ
れ
以

後
の
子
が
１
歳
に
な
る
ま
で
の
間
で
２

分
割
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

産
後
パ
パ
育
休
に
つ
い
て
も
就
業
規

則
や
育
児
・
介
護
休
業
規
定
に
そ
の
取

扱
い
を
記
載
し
て
お
く
必
要
が
あ
り
ま

す
。
厚
生
労
働
省
は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で

「
育
児
・
介
護
休
業
等
に
関
す
る
規
則

の
規
定
例
」
を
公
表
し
て
お
り
、
参
考

に
な
り
ま
す
。

　

実
際
に
作
成
す
る
場
合
は
、
会
社
の

規
模
、
そ
の
他
の
状
況
に
合
わ
せ
て
法

律
の
範
囲
内
で
修
正
す
る
こ
と
も
考
え

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

改
正
に
伴
う

労
使
協
定
の
整
備

　

就
業
規
則
等
に
定
め
が
あ
っ
て
も
、

産
後
パ
パ
育
休
中
の
労
働
者
を
希
望
に

よ
り
就
業
さ
せ
る
場
合
は
労
使
協
定
で

定
め
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

育
児
休
業
に
関
す
る
労
使
協
定
は
、

36
協
定
な
ど
と
同
様
に
、
事
業
場
の
労

働
者
の
過
半
数
を
組
織
す
る
労
働
組

合
、
そ
れ
が
な
い
場
合
は
事
業
場
の
労

図表３　産後パパ育休中の就業の手順

就業可能日と 就業可能日に
おける就業可能な時間帯（所
定労働時間内の時間帯に限
る）その他の労働条件を提示

同意が得られれば、就業させ
る日時その他の労働条件を労
働者に通知する

就業可能日のうち、就業させる
ことを希望する日（就業させな
い場合はその旨）と就業させる
ことを希望する日に係る時間
帯その他の労働条件を提示

同意
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く
契
約
社
員
、
有
期
雇
用
者
、
パ
ー
ト

タ
イ
マ
ー
、
日
々
雇
用
さ
れ
る
者
ま
で

が
含
ま
れ
ま
す
。

　

一
般
的
に
は
就
業
規
則
等
で
概
要
を

定
め
、
そ
の
範
囲
内
で
労
働
者
と
の
間

で
調
整
が
必
要
な
詳
細
部
分
を
労
使
協

定
で
定
め
る
こ
と
に
し
て
お
く
と
、
途

中
で
変
更
が
必
要
に
な
っ
た
場
合
な
ど

に
柔
軟
な
対
応
が
可
能
に
な
り
ま
す
。

休
業
等
の
対
象
か
ら
除
外
で
き
ま
せ

ん
。
極
端
な
例
に
な
り
ま
す
が
、
雇
用

直
後
に
労
働
者
か
ら
育
児
休
業
を
申
し

込
ま
れ
て
も
拒
む
こ
と
は
で
き
な
い
の

で
す
。

　

必
要
な
事
態
が
発
生
し
て
か
ら
労
使

協
定
を
締
結
し
て
も
、
遡
っ
て
効
力
が

及
ば
な
い
た
め
、
あ
ら
か
じ
め
締
結
し

て
お
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

労
使
協
定
に
関
し
て
も
育
児
・
介
護

休
業
規
程
な
ど
と
同
様
に
、
厚
生
労
働

省
モ
デ
ル
を
参
考
に
し
て
自
社
の
状
況

に
合
わ
せ
た
も
の
を
作
成
す
れ
ば
よ
い

で
し
ょ
う
。
産
後
パ
パ
育
休
に
関
係
す

る
部
分
の
労
使
協
定
の
例
を
、
図
表
４

に
載
せ
て
お
き
ま
す
。

　

申
出
時
期
に
つ
い
て
、
法
定
ど
お
り

２
週
間
前
と
す
る
場
合
は
、
第
９
条
の

法
改
正
で
義
務
付
け
ら
れ
る
内
容
を
上

回
る
取
組
み
の
実
施
に
関
す
る
部
分
は

省
略
で
き
ま
す
。
ま
た
育
休
期
間
中
の

就
業
を
さ
せ
な
い
の
で
あ
れ
ば
、
協
定

の
第
10
条
（
出
生
時
育
児
休
業
中
の
就

業
）
は
不
要
で
す
。

　

こ
の
ほ
か
実
務
上
の
問
題
が
発
生
し

た
場
合
は
厚
生
労
働
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
に
Ｑ
＆
Ａ
が
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
の

で
、
そ
れ
を
参
考
に
す
る
か
、
ま
た
は

都
道
府
県
労
働
局
の
雇
用
環
境
・
均
等

部
（
室
）
へ
直
接
問
い
合
わ
せ
る
こ
と

を
お
勧
め
し
ま
す
。　
　
　
　
　
　

働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
と
の
間

で
締
結
す
る
も
の
で
す
。

　

こ
の
労
使
協
定
は
36
協
定
の
よ
う
に

所
轄
労
働
基
準
監
督
署
に
提
出
す
る
必

要
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
労
働
者
の
過
半

数
代
表
の
選
出
に
当
た
っ
て
は
36
協
定

同
様
に
、
労
働
者
の
自
主
的
な
選
出
方

法
を
と
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

こ
の
労
働
者
に
は
正
社
員
だ
け
で
な

　

就
業
規
則
や
育
児
休
業
規
定
で
労
使

協
定
に
関
す
る
項
目
を
設
け
て
い
て

も
、
対
象
と
な
る
者
が
い
な
い
か
ら
と

い
う
理
由
で
労
使
協
定
の
締
結
を
怠
っ

て
い
る
例
が
散
見
さ
れ
ま
す
。

　

就
業
規
則
等
に
定
め
が
あ
っ
て
も
、

労
使
協
定
を
締
結
し
て
い
な
い
場
合
は

「
事
業
主
に
雇
用
さ
れ
た
期
間
が
１
年

未
満
で
あ
る
労
働
者
」
を
育
児
・
介
護

こ
み
や
ま
　
と
し
ろ
う　

オ
フ
ィ
ス
・
Ｔ
Ｈ
Ｅ
・
小
見
山
代
表
。
郵
便
局
勤
務
を
経
て
社
会
保
険
労
務

士
と
し
て
開
業
。
と
く
に
非
正
規
雇
用
労
働
者
の
労
務
管
理
、執
筆
・
著
作
等
に
多
く
の
実
績
が
あ
る
。

図表４　育児・介護休業等に関する労使協定の例
　◯◯株式会社と□□労働組合は、◯◯株式会社における育児・介護休業等に関し、次のとお
り協定する。 

（育児休業の申出を拒むことができる従業員） 
第１条  事業所長は、次の従業員から１歳（法定要件に該当する場合は１歳６か月または２歳）
に満たない子を養育するための育児休業の申出があったときは、その申出を拒むことができる
ものとする。 
一　入社１年未満の従業員 
二�　申出の日から１年（育児・介護休業法５条３項および４項の申出にあっては６か月）以内
に雇用関係が終了することが明らかな従業員 
三　1 週間の所定労働日数が２日以下の従業員 

２　事業所長は、次の従業員から出生時育児休業の申出があったときは、その申出を拒むことが
できるものとする。 
一　入社１年未満の従業員 
二　申出の日から８週間以内に雇用関係が終了することが明らかな従業員 
三　１週間の所定労働日数が２日以下の従業員

（略）
（出生時育児休業の申出期限）
第９条 事業所長（三を除く）は、出生時育児休業の申出が円滑に行なわれるよう、次の措置を講
じることとする。その場合、事業所長は、出生時育児休業の申出期限を出生時育児休業を開始
する日の１か月前までとすることができるものとする。
一�　全従業員に対し、年１回以上、育児休業制度（出生時育児休業含む。以下同じ）の意義や
制度の内容、申請方法等に関する研修を実施すること（注1）
二�　育児休業に関する相談窓口を各事業所の人事担当部署に設置し、事業所内の従業員に
周知すること
三�　育児休業について、○○株式会社として、毎年度「男性労働者の取得率○％以上 取得期
間平均〇か月以上」「女性労働者の取得率〇％以上」を達成することを目標とし、この目標
および育児休業の取得の促進に関する方針を社長から従業員に定期的に周知すること。ま
た、男性労働者の取得率や期間の目標については、達成状況を踏まえて必要な際には上方
修正を行なうことについて労使間で協議を行なうこと（注２）

四�　育児休申出に係る労働者の意向について、各事業所の人事担当部署から、当該労働者に
書面を交付し回答を求めることで確認する措置を講じたうえで、労働者から回答がない場
合には、再度当該労働者の意向確認を実施し、当該労働者の意向の把握を行なうこと

（出生時育児休業中の就業）
第10条　出生時育児休業中の就業を希望する従業員は、就業可能日等を申し出ることができ
るものとする。

（有効期間）
第11条　本協定の有効期間は、○年○月○日から○年○月○日までとする。ただし、有効期間
満了の１か月前までに、会社、組合いずれからも申出がないときには、さらに１年間有効期間を
延長するものとし、以降も同様とする。

注１　研修の対象は全労働者が望ましいが、少なくとも管理職を対象とすることが必要
注２　�数値目標の設定に当たっては、育児休業の取得率のほか当該企業における独自の育児目的の休業制度

を含めた取得率等を設定すること等も可能だが、少なくとも男性の取得状況に関する目標を設定するこ
とが必要

資料出所）「育児・介護休業等に関する規則の規定例（令和４年４月１日、10月１日施行対応版）」（令和４年３
月改訂）
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